
郵 便 は が き

1956年、神奈川県湯河原町で生まれる。
小田原城内高校・武蔵野美術大学卒業。
美術教師を経た後、富山県剱岳の山小屋
で働く。結婚し横須賀に移住。文化を通
しての地域の子育て運動にかかわる。「横
須賀市民9条の会」を結成。2019年、神
奈川県知事選挙に挑戦し70万票を超え
る得票。核も基地もない横須賀をめざし、
市長選にも挑戦。「よこすか・みうら市民連
合」など様々な市民運動に参加。岸 牧子岸 牧子

きし まきこ

平和で明るい神奈川県政をつくる会
〒221-0823　横浜市神奈川区二ツ谷町１-11　TEL：045-624-8066

「岸牧子」の
最新情報を
キャッチ！

4.9知事選挙
3.23告示



岸 牧子岸 牧子
1「再エネ100％」の神奈川で 
システムチェンジ

● 「省エネ住宅リフォーム」助成制度の拡充。 
 1戸あたり上限20万円、年間1万戸をめざす
● 太陽光パネルなど再エネ設備導入に対する 
補助の予算額を2倍以上に

● ソーラーシェアリング事業への補助制度の創設

2 子どもの成長を全力応援
●  18歳までの医療費の無償化を実現
●  学校給食の無償化と温かい中学校給食の実現
●  県内学生への給付金制度の創設

3  県民の命と健康を守る、 
物価高騰から暮らしを守る

● 県立病院の医師・看護師と保健所の増員をはかり、機能を拡充
● 公契約条例の制定、最賃1500円の実現

4 大軍拡・大増税はNO！
● アジア諸国などと、神奈川県独自の平和友好外交を実施
● 県内の米軍基地の縮小撤去を、米政府に直接求める

「再エネ100％」で
システムチェンジ



コロナ感染症、物価高騰の影響を受けた 
県内中小業者に最大50万円を支援します。

省エネ対策を進める住宅リフォーム助成制度を創設し、 
地球温暖化対策と中小業者の仕事起こしに結び付けます。

商店・店舗・工場リニューアル助成制度、
太陽光パネルや再エネ対策を支援し、 
循環型地域経済の再生をめざします。

世界の100の国と地域で実施している消費税減税と 
免税事業者を取引から排除するインボイス制度の中止
を国に求めます。

平和でこそ、商売繁盛。  
外交で紛争を解決してこそ、経済も発展します。  
国が進める大軍拡・大増税にはきっぱり反対します。
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循環型地域経済をめざし、
「再エネ100%」で

中小業者の営業を応援します！

岸 牧子岸 牧子
コロナで途絶えた客足が戻らないなか、物価高
騰が中小業者の経営を襲っています。しかし、県
は国からの臨時交付金を活用した消費喚起対策
ばかり。これでは倒産・廃業が増えるだけです。中小
業者への直接支援と地産地消で地域経済を活性化
し、地域を支える中小業者の営業と暮らしを守ります。

は国からの臨時交付金を活用した消費喚起対策



建材高騰の影響により受注環境が悪化、 
経営難に直面している建設業者・ 
一人親方等への支援制度をつくります。

 建設国保組合は建設業従事者のいのちと健康を 
守る「命綱」です。県内国保組合が行う事業を 
適切に評価し補助水準を維持します。

 地域建設業の担い手確保と公共工事の  
品質確保のために公契約条例を制定します。

 生活関連公共工事の地元建設業者への発注をすすめ、 
県発注工事での「建設キャリアアップシステム」の 
活用を推進します。

 「省エネ」住宅促進、地域経済の活性化に  
資するリフォーム工事への助成制度をつくります。
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建設技能労働者の
処遇を改善します

建材高騰の影響により受注環境が悪化、 
経営難に直面している建設業者・ 

をつくります。

地域の建設業を守り

岸 牧子岸 牧子



医療や介護の体制を抜本的に強化し、
誰もが安心できる年金制度を実現します

年金収入でも利用できる 
介護施設をつくります。

高齢者用の賃貸住宅をつくり、 
孤独死対策を実施します。

公共交通機関の利用実態を調査し、 
対策を具体化します。不採算路線に対する 
独自補助制度を検討します。

定期健康診断項目に聴覚検査を加え、 
相談窓口を設置します。  
補聴器の購入に補助金制度を創設します。

後期高齢者医療保険料の引き上げを 
行いません。

介護保険制度の拡充で、安心できる老後を 
保障するよう、国に強く要請するとともに  
県独自の施策をとりくみます。

2

3

4

5

6

1

を実現します

高齢者用の賃貸住宅をつくり、 

公共交通機関の利用実態を調査し、 

岸 牧子岸 牧子



建材高騰の影響により受注環境が悪化、 
経営難に直面している建設業者・ 
一人親方等への支援制度をつくります。

 建設国保組合は建設業従事者のいのちと健康を 
守る「命綱」です。県内国保組合が行う事業を 
適切に評価し補助水準を維持します。

 地域建設業の担い手確保と公共工事の  
品質確保のために公契約条例を制定します。

 生活関連公共工事の地元建設業者への発注をすすめ、 
県発注工事での「建設キャリアアップシステム」の 
活用を推進します。

 「省エネ」住宅促進、地域経済の活性化に  
資するリフォーム工事への助成制度をつくります。
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建設技能労働者の
処遇を改善します

建材高騰の影響により受注環境が悪化、 
経営難に直面している建設業者・ 

をつくります。

地域の建設業を守り

岸 牧子岸 牧子

私
か
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安心して暮らせる社会を
ごいっしょにつくりませんか

子どもの医療費を 
18歳まで無料にします。

給付制奨学金の拡充を
すすめます。

学校給食の無償化を 
すすめます。

若者と女性の正規雇用
を拡大します。

国産・地場産の安全で
温かい学校給食を 
すすめます。

特別養護老人ホームを
増設し、介護保険料を
軽減します。

保育士を増やし、 待機児
童をゼロにします。

パートナーシップ条例を
制定します。

正規の教職員を増やし、
小・中・高校の30人以下
学級をすすめます。

ノース・ドックなどの 
米軍基地撤去と 
平和外交をすすめます。

県立高校の削減をストッ
プし、私学助成の拡充と
学費補助を充実します。

石炭や原発に頼らない 
「再エネ100％社会」を 
すすめます。

より

岸 牧子岸 牧子
ジェンダー平等の神奈川を
戦争NO！暮らし守り


